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　　東急グループ運送事業の再編成に着手
　２００２年４月１日、首都圏・運送３社の経営を相鉄運輸に統合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　東京急行電鉄株式会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　相鉄運輸株式会社

東京急行電鉄（本社：東京都渋谷区、社長：清水　仁）と相鉄運輸（本社：東京都品川

区、社長：太田洋一）では、東京急行電鉄の子会社で首都圏エリアにおいて営業活動を行

っている東急運輸株式会社（本社：東京都品川区、社長：高橋正守）、東京通運株式会社

（本社：東京都品川区、社長：樫原博昭）の２社の経営を、２００２年４月１日に相鉄運

輸に統合し、東急グループ運送事業を再編成することで合意し、本日（２８日）の各社取

締役会において承認されました。

経営統合の方法として、

① 相鉄運輸が東急運輸を吸収合併する。

② 相鉄運輸が東京通運を株式交換の方法により完全子会社とする。

以上２つのスキームで経営統合を進めていくことになります。

そのため、本日（２８日）、相鉄運輸と東急運輸との間で合併契約が、相鉄運輸と東京

通運との間で株式交換契約が、それぞれ締結されました。

また、２００２年４月１日の経営統合により、相鉄運輸に対する東京急行電鉄の持株比

率は４９％になり、連結子会社になるとともに、社名を変更し、「東急ロジスティック株

式会社」とします。

東京急行電鉄では、東急グループ経営方針にのっとり、事業の「選択と集中」を進めて

います。運送事業においても、相鉄運輸と共同して、競争力の強化と、東急グループ成長

戦略に寄与する事業戦略の検討を進めてきました。その結果、首都圏における運送事業に

ついて経営一元化による経営資源の集中を図ることが必要であると判断し、相鉄運輸を軸

に再編成することにしたものです。

相鉄運輸、東急運輸、東京通運の３社は、いずれも首都圏を営業エリアとしており、荷

主の物流センター業務の受託業務と小口配送業務に強みを持っています。特に小口配送業

務につきましては、長年にわたって百貨店の中元歳暮などの宅配を請け負ってきた実績が

あり、業界大手と比較して、きわめて事故率の低い配送サービスを実現していることから、

お客様から高い信頼を得ています。

今般、このような特徴を持つ３社の経営を統合することで、施設・車輌の有効利用や、

本社・営業所業務の効率化を図るとともに、物流センター業務等、既存業務の強みを生か



し、新規受託を拡大し、事業基盤の強化を図っていきます。また、東京急行電鉄の鉄道沿

線エリア内において、地域の物流需要を掘り起こし、運送業界大手に対抗し得る配送網の

確立を目指します。

東急グループ運送事業再編成の概要は次の通りです。

　　　　　東急グループ運送事業再編成の概要

１． 東急グループ運送事業再編成の目的

相鉄運輸㈱、東急運輸㈱、東京通運㈱の３社は、首都圏を主たる営業エリアとして

おり、また、その事業内容も類似しているため、この３社の経営を統合し、営業所・

車輌等、資産効率の向上を図るとともに、物流センター業務等、既存業務の拡大のほ

か、東京急行電鉄の鉄道沿線エリア内において業界大手に対抗し得る配送網の確立を

図り、同エリア内における物流の担い手としての地位を確立する。

２． 相鉄運輸㈱と東急運輸㈱の合併の概要

○合併の方法　　相鉄運輸㈱による東急運輸㈱の吸収合併

○存続会社　　　相鉄運輸株式会社

○解散会社　　　東急運輸株式会社

○新会社名　　　東急ロジスティック株式会社

○合併比率　　　１：１．２

　　　　　　　　東急運輸株１株に対し、相鉄運輸株１．２株を交付する。

　　　　　　　　ＫＰＭＧコーポレイトファイナンス株式会社の算定を参考にし、両

　　　　　　　　社協議のうえ、決定した。

○合併期日　　　２００２年４月１日

○ 合併新株の配当起算日

　　　　　　　　２００２年４月１日

○ 合併による発行新株

　　　　　　　　２，４００，０００株

３． 相鉄運輸㈱が東京通運㈱を完全子会社化することの概要

○ 完全子会社化の方法

　　　　　　　　相鉄運輸㈱が株式交換により東京通運㈱を完全子会社化する。

○完全親会社　　相鉄運輸株式会社

○完全子会社　　東京通運株式会社

○ 株式交換比率　１：２



　　　　　　　　東京通運株１株に対し、相鉄運輸株２株を交付する。

　　　　　　　　ＫＰＭＧコーポレイトファイナンス株式会社の算定を参考にし、両

　　　　　　　　社協議のうえ、決定した。

○ 株式交換期日　２００２年４月１日

○ 交換新株の配当起算日

　　　　　　　　２００２年４月１日

○ 株式交換による発行新株

　　　　　　　　５，５６０，０００株

４．今後のスケジュール

　　２００１年５月２８日　東京急行電鉄㈱取締役会（合併および株式交換承認）

　　　　　　　　　　　　　相鉄運輸㈱取締役会（合併および株式交換契約締結承認）

　　　　　　　　　　　　　東急運輸㈱取締役会（合併契約締結承認）

　　　　　　　　　　　　　東京通運㈱取締役会（株式交換契約締結承認）

　　２００１年６月２８日　相鉄運輸㈱　定時株主総会（合併契約、株式交換契約の承認）

　　　　　　　　　　　　　東急運輸㈱　臨時株主総会（合併契約の承認）

　　　　　　　　　　　　　東京通運㈱　臨時株主総会（株式交換契約の承認）

　　２００２年４月　１日　合併および株式交換期日、社名変更

以　上



（参考）

相鉄運輸株式会社の概要

○商号　　　　相鉄運輸株式会社

○ 本社所在地　東京都品川区南大井１丁目１３番５号

○ 資本金　　　２，４４８百万円

○ 設立年月日　１９４０年２月５日

○ 取締役社長　太田　洋一

○ 営業種目　　１．貨物自動車運送事業

　　　　　　　２．貨物運送取扱事業

　　　　　　　３．倉庫業

　　　　　　　４．物品の斡旋および販売

　　　　　　　５．不動産賃貸管理業

　　　　　　　６．産業廃棄物の収集・運搬業

　　　　　　　７．自動車整備事業

○ 従業員数　　９７６人（２００１年３月３１日現在）

○ 連結総資産　１８５億円（２００１年３月３１日）

○ 連結売上高　１５９億円（２００１年３月期）

○ 子会社　　　相鉄配送㈱、㈱小田急トランスポート

○ 株主　　　　東京急行電鉄（３５．２３％）、東急ストア（５．７％）など

○ 上場　　　　東証２部

東急運輸株式会社の概要

○商号　　　　東急運輸株式会社

○ 本社所在地　東京都品川区南大井１丁目１３番５号

○ 資本金　　　１００百万円

○ 設立年月日　１９４４年３月２８日

○ 取締役社長　高橋　正守

○ 営業種目　　１．貨物自動車運送事業

　　　　　　　２．貨物運送取扱事業

　　　　　　　３．荷造梱包事業

　　　　　　　４．倉庫業



　　　　　　　５．不動産賃貸業

　　　　　　　６．労働者派遣事業

○ 従業員数　　３８９人（２０００年１２月３１日現在）

○ 総資産　　　６８億円（２０００年１２月３１日）

○ 売上高　　　６２億円（２０００年１２月期）

○ 子会社　　　東運サービス㈱

○ 株主　　　　東京急行電鉄（６７．１６％）など

東京通運株式会社の概要

○商号　　　　東京通運株式会社

○ 本社所在地　東京都品川区南大井１丁目１３番５号

○ 資本金　　　１４０百万円

○ 設立年月日　１９５０年１月２４日

○ 取締役社長　樫原　博昭

○ 営業種目　　１．貨物自動車運送事業

　　　　　　　２．鉄道利用運送事業

　　　　　　　３．貨物自動車利用運送事業

　　　　　　　４．貨物運送取次事業

　　　　　　　５．倉庫業

　　　　　　　６．梱包業

　　　　　　　７．通関業

　　　　　　　８．港湾運送事業

　　　　　　　９．不動産賃貸業

　　　　　　　１０．労働者派遣事業

　　　　　　　１１．保険代理業

○ 従業員数　　８６５人（２０００年１２月３１日現在）

○ 総資産　　　１９２億円（２０００年１２月３１日）

○ 売上高　　　１２０億円（２０００年１２月期）

○ 子会社　　　東京通運関東㈱

○ 株主　　　　東京急行電鉄（９２．３９％）など

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上


